
 

社会福祉法人茅野市社会福祉協議会情報公開規程 

 

（目的）  

第１条 この規程は、社会福祉法人の公共性及び透明性の確保の趣旨に基づき、社会福祉法人茅野市社

会福祉協議会（以下「本会」という。）が保有する情報の公開に関し必要な事項を定めることにより、本会

の事業運営の透明性を確保するとともに、説明責任を果たし、市民の理解と信頼を深め、地域福祉の推

進に資することを目的とする。 

（定義）  

第２条 この規程において、「情報」とは、本会の役員又は職員（以下「役職員」という。）が職務上作成し、又

は取得した文書、図画及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識する

ことができない方式で作られた記録をいう。以下同じ。）であって、本会の役職員によって組織的に用いる

ものとして、本会が保有するものをいう。ただし、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売し、又は

配布することを目的として発行されるものを除く。  

（本会の責務） 

第３条 本会は、この規程の定めるところにより、情報公開制度を適正に運営するとともに、保有する情報の

公開に努めるものとする。 

２ 本会は、この規程の解釈及び運用に当たっては、個人に関する情報がみだりに公開されることのないよう

最大限の配慮をしなければならない。 

（利用者の責務）  

第４条 この規程に基づいて情報を得たものは、その情報をこの規程の目的に即して適正に使用しなけれ

ばならない。  

（情報の公開を請求できるもの）  

第５条 何人も、本会に対し、情報の公開を請求することができる。  

（非公開情報） 

第６条 本会は、次の各号のいずれかに該当する情報については、原則として公開しないものとする。 

（１）法令、条例その他の規程又は守秘義務を伴う契約等により公開することができない情報 

（２）個人に関する情報であって、特定の個人を識別することができるもの又は公開することにより個人の

権利又は利益を害するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。 

ア 法令等の規定により又は慣行として公開され、又は公開することが予定されている情報 

イ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公開することが必要かつやむを得ないと認められ

る情報   

ウ 当該個人が公務員（国家公務員法（昭和22年法律第120号）第２条第１項に規定する国家公務員

及び地方公務員法（昭和25年法律第261号）第２条に規定する地方公務員をいう。）である場合にお

いて、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員の職、氏

名及び当該職務遂行の内容に係る部分   

エ 当該個人が本会の役職員である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるとき

は、当該情報のうち、当該役職員の職、氏名及び当該職務遂行の内容に係る部分 

（３）法人その他の団体（茅野市及び本会を除く。以下「法人等」という。）に関する情報又は事業を営む個

人の当該事業に関する情報であって、公開することにより、当該法人等又は当該事業を営む個人の競

争上又は事業運営上の地位その他正当な利益を害すると認められるもの。ただし、次のいずれかに該

当する情報を除く。  



 

ア 事業活動によって生じ、又は生ずるおそれがある危害から人の生命又は健康を保護するために、

公開することが必要であると認められる情報  

イ 違法若しくは不当な事業活動によって生じ、又は生ずるおそれがある支障から人の生活を保護する

ために、公開することが必要であると認められる情報  

（４）公開することにより、人の生命、身体、財産又は社会的な地位の保護、犯罪の予防、犯罪の捜査その

他の公共の安全と秩序の維持に支障が生ずるおそれがある情報  

（５）本会の内部又は本会と他団体との間における審議、検討又は協議に関する情報であって、公開する

ことにより、率直な意見の交換若しくは円滑な意思決定が不当に損なわれるおそれ又は特定の者に不

当に利益を与え、又は不利益を及ぼすおそれがあるもの 

（６）本会が行う事務又は事業に関する情報であって、公開することにより、次に掲げるおそれその他当該

事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの  

ア 調査又は試験に係る事務に関し、正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な

行為を容易にし、若しくはその発見を困難にするおそれ  

イ 会議に係る資料、議決事項、会議録等の情報であって、公開することにより、会議の公正又は適正

な議事運営が著しく損なわれるおそれ  

ウ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、本会の財産上の利益又は当事者としての地位を不当に害

し、若しくは特定の者に不当な利益又は不利益を生じさせるおそれ 

エ 公開することにより本会における適正な人事管理の確保に支障を及ぼすおそれ  

（部分公開等） 

第７条 本会は、公開請求に係る情報に前条各号に掲げる情報が含まれている場合において、当該部分を

容易に区分して除くことができるときは、当該部分を除いて公開しなければならない。 

２ 本会は、前条各号に該当することを理由として公開しなかった情報について、その後当該理由が消滅し

た場合は、新たな公開請求があった場合は、公開しなければならない。 

（請求方法） 

第８条 情報の公開を請求しようとするものは、本会に対し、次に掲げる事項を記載した請求書を提出しなけ

ればならない。ただし、本会が請求書の提出を要しないと認めたときは、この限りでない。 

（１）氏名及び住所(法人等にあっては、名称、事務所又は事業所の所在地及び代表者の氏名) 

（２）公開の請求に係る情報の件名又は内容 

（３）前２号に掲げるもののほか、本会が定める事項 

（公開決定等）  

第９条 本会は、前条の規定による請求があったときは、当該請求があった日から30日以内に当該請求に

係る情報を公開する旨の決定、公開しない旨の決定(公開の請求に係る情報を保有していないときにその

旨を知らせることを含む。第４項において同じ。)又は部分公開する旨の決定をしなければならない。 

２ 本会は、前項の決定(以下「公開決定等」という。)をしたときは、当該請求をしたもの(以下「請求者」とい

う。)に対し、速やかに当該決定の内容を書面により通知しなければならない。ただし、当該決定の内容が

当該請求に係る情報を公開する旨であって、当該請求のあった日に公開するときは、口頭により行うこと

ができる。 

３ 本会は、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、第１項に規定する期間を30日に限り延長す

ることができる。この場合において、本会は、請求者に対し、速やかに当該延長の期間及び理由を書面に

より通知しなければならない。 

４ 本会は、第１項の規定により情報を公開しない旨の決定又は部分公開する旨の決定をしたときは、請求



 

者にその理由を併せて通知しなければならない。この場合において、当該決定に係る公開しないこととし

た情報が期間の経過により公開することができる状態となり、かつ、その期日を明示することができるとき

は、その期日を記載しなければならない。 

（第三者に対する意見聴取等) 

第10条 本会は、公開決定等を行う場合において、公開請求に係る情報に第三者に関する情報が含まれ

ているときは、当該第三者の権利利益を保護するため必要があると認めるときは、当該第三者に意見を述

べる機会を与えることができる。 

２ 本会は、前項の規定により意見を聴いた第三者に対し、必要があると認めるときは、公開決定等の内容

を書面により通知するものとする。 

（公開の実施方法) 

第11条 本会は、第９条第１項の規定により情報を公開する旨の決定又は部分公開する旨の決定をしたとき

は、請求者に対し、速やかに当該情報の公開をしなければならない。 

２ 情報の公開は、閲覧、視聴、写しの交付その他電磁的記録の特性に応じた方法により行うものとする。た

だし、文書等を汚損し、又は破損するおそれがあると認めるときその他相当の理由があるときは、文書等

の写し又は文書等から採録若しくは出力したものにより行うことができるものとする。 

（費用負担) 

第12条 本会は、情報の公開に係る閲覧又は視聴については無料とし、写しの作成、送付その他実費を要

する場合は、その実費を請求者から徴収するものとする。 

２ 前項の実費の額は、細則で定める。 

（審査請求） 

第13条 公開決定等について不服がある者は、本会に対し、書面により審査請求をすることができる。 

２ 前項の審査請求は、公開決定等があったことを知った日の翌日から起算して60日以内に行わなければ

ならない。 

３ 本会は、審査請求があった場合は、次の各号のいずれかに該当するときを除き、社会福祉法人茅野市

社会福祉協議会情報公開・個人情報保護審査会の意見を聴いた上で、当該審査請求について決定しな

ければならない。 

（１）審査請求が不適法であり、却下するとき。 

（２）審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る情報の全部を公開することとするとき(第三者から当

該情報の公開について反対の意思を表示した書面が提出されている場合を除く。)。 

（運用状況の公表) 

第14条 会長は、毎年度、この規程の運用状況を取りまとめ、公表するものとする。 

（情報の提供) 

第15条 本会は、この規程による情報公開制度の適正な運用に努めるとともに、広報活動の充実を図り、保

有する情報を適時かつ適切に提供するよう努めるものとする。 

（他の制度との調整) 

第16条 法令、定款その他の規程により、文書等の閲覧、縦覧又は謄本若しくは抄本等の交付を受けること

ができる場合は、この規程は適用しない。 

２ 本会が一般並びに本会の会員及び関係者の利用に供することを目的として作成、又は収集、整理、保

存している図書、資料等で現に閲覧が可能なものについては、この規程を適用しない。 

（委任）  

第17条 この規程の施行に関し必要な事項は、細則で定める。 



 

  

附 則 （令和元年10月30日） 

１ この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

（適用区分）  

２ この規程は、令和２年４月１日以後に作成し、又は取得した情報について適用し、同日前に作成し、又は

取得した情報については、整理の完了したものから適用する。 

 

附 則（令和５年２月３日） 

（施行期日） 

１ この規程は、令和５年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規程の施行日前に行われた情報公開請求については、なお従前の例による。 

 

附 則（令和８年７月15日） 

（施行期日） 

この規程は、令和８年８月１日から施行する。 

 


